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Ⅰ 計画相談支援・障害児相談支援とは  

  

 ｢計画相談支援・障害児相談支援｣とは、指定特定相談支援事業者・障害児相

談支援事業者が、主に下記の支援をおこなうサービスです。 

１）サービス利用支援 

  ご本人の生活に対する意向や悩み等を聞きながら、利用計画（サービス利

用計画・障害児支援利用計画）を作成する。 

２）継続サービス利用支援 

  障害福祉サービスが適切に提供されているか、計画がご本人の現状や希望

と合っているか等を確認し、計画の定期的な見直し(モニタリング)を行う。 

３）基本相談支援 

  障害者等・障害児の保護者・介護を行う者からの相談に応じ、必要な情報

提供、助言、障害福祉サービス事業者等との連絡調整を行う。 

 

 ※計画相談支援・障害児相談支援のサービスの質の標準化を図る観点から、

１人の相談支援専門員が１月に実施するサービスの利用支援等の標準担

当件数（６ヶ月平均３５件）を設定。 

 

Ⅱ サービス等利用計画・障害児支援利用計画とは  

 サービス等利用計画とは、障害児者の生活を総合的に支援する計画をいいま

す。障害児支援利用計画とは、障害児通所支援を利用している一連の業務をい

います。 

両計画とも、ケアマネジメント手法を活用し、障害者のニーズや置かれてい

る状況を勘案して、福祉、保健、医療、教育、就労、住宅等の総合的な視点か

ら、地域での自立した生活を支えるために作成するものです。また、その人自

身の生き方、生活を一緒に考え、｢現在の困りごと｣だけでなく、将来どのよう

な生活をしていきたいかなどを視野に入れた【将来計画】を作成します。 

なお、計画は希望により利用者本人や家族・支援者等、相談支援事業所以外

の方が作成する「セルフプラン」で実施することができます。 

 ※本人のニーズに沿った安心・安全な生活を実現するため、フォーマル、イ 

ンフォーマルを問わず、地域の社会資源を活用して作成する。 

※本人の生活を支援するチーム支援の指標になる。 

※各サービス提供事業所の個別支援計画の基礎となる。 

 ※市が支給決定する参考となる。               

※地域のネットワーク、社会資源の評価がされることで地域の不足するサー 

ビスに気づき、自立支援協議会等につなげていく。 など 



 

Ⅲ サービスの利用開始までの流れ       ※標準処理期間は目安 

    

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害福祉サービス、計画(障害児)相談支援給付費支給申請書等の提出 利用者→市 

障害福祉サービス等の支給決定 受給者証の交付     市→利用者 

障害支援区分の認定（訓練等給付は除く）        市→利用者 

②重要事項説明、計画（障害児）相談支援利用契約

③サービス等（障害児支援）利用計画案の作成 

  利用者宅への訪問面接等によるアセスメントを行い計画案を作成。 

  利用者の同意を得て、計画案を利用者に交付する。 

④サービス等（障害児支援）利用計画案(写し)の提出  相談支援事業所→市 

⑤サービス等（障害児支援）利用計画の作成 

  サービス担当者会議等の開催により、計画案の内容説明と意見聴取。 

  計画案について利用者に説明し文書により同意を得て、計画を利用者に交付。 

⑥サービス等（障害児支援）利用計画 (写し)の提出      相談支援事業所

⑦サービスの利用開始 

 

⑧計画(障害児)相談支援給付費の請求 

相談支援事業者→国保連 

(作成月の翌月) 

⑨計画相談(障害児)支援給付費の受領 

市→国保連→相談支援事業者 

 モニタリングを実施 

利用者宅への訪問面接等、各機関への聴

取によりアセスメントを実施。 

 モニタリング報告書作成、提出 

           相談支援事業所→市 

現状維持 

   

モニタリング期間の 

変更 

サービス内容・量の 

変更 

約
２
週
間 

標準処理期間 

約
６
週
間 

約
２
週
間 

約
３
週
間 

約
３
週
間 

サービス等（障害児支援）利用計画案の提出依頼     市→利用者 

2



Ⅳ 対象者    

計画(障害児)相談支援の対象者は、原則、サービスを利用するすべての障害者となります(別

表 1、2、3 参照)。  

別表 1 計画相談支援（障害者総合支援法）の対象者  

 
対象者 

サービス  

利用支援 

障害福祉サービスの申請若しくは変更の申請に係る障害者若しくは障害児の

保護者又は地域相談支援の申請に係る障害者  

継続サービス  

利用支援 

指定特定相談支援事業者が提供したサービス利用支援によりサービス等利用

計画が作成された支給決定障害者等又は地域相談支援給付決定障害者  

 

 

別表 2 障害児相談支援（児童福祉法）の対象者  

 
対象者 

障害児   

支援利用援助 
通所給付決定の申請若しくは変更の申請に係る障害児の保護者  

継続障害児 

支援利用援助 

指定障害児相談支援事業者が提供した障害児支援利用援助により障害児支援

利用計画が作成された通所給付決定保護者  

※申請者が、介護保険制度のサービスを利用する場合については、居宅サービス計画又は

介護予防サービス計画（ケアプラン）の作成対象者となります。 しかし、下記にあげる障

害福祉サービス固有のものと認められるサービスの利用を希望する場合であって、市が作

成の必要性を認める場合に限り、対象とします。                              

【障害福祉サービス固有のものと認められるサービス】                      

行動援護、同行援護、自立訓練（生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援など 
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※当該年度に卒業を迎える方について、進路相談を開始する時点で、障害者相談支援セン

ター等も含めた相談支援の協力をお願いすることがあります。 

※申請者が、障害児通所支援と障害福祉サービスの両方を利用する場合には、障害児支援

利用計画の作成対象者となります。また、高校在学中に 18 歳に到達し放課後等デイサー

ビスと障害福祉サービスを併給している方については、放課後等デイサービスを利用して

いる間については、障害児相談支援給付を算定することとなります。放課後等デイサービ

スの利用が終了した時点で、計画相談支援給付費を算定することとなります。  

※申請者自身や家族が、サービス等(障害児支援)利用計画を作成する場合には、申請者又は

家族が作成したサービス等利用計画（セルフプラン）を市に提出します。  
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別表 3 利用するサービスと対象となる相談支援の種類  

 
利用するサービス 

計画    

相談支援 

障害児  

相談支援 

障 

害 

者 

障害福祉サービスのみ ○ 

× 

地域相談支援のみ(地域移行・定着) ○ 

地域生活支援事業のみ(移動・日中・地活等) × 

障害福祉サービス ＋ 地域生活支援事業 ○ 

地域相談支援 ＋ 地域生活支援事業 ○ 

障害福祉サービス 

(行動援護、同行援護、自立訓練(生活訓練)、 

就労移行（継続）支援等) 

＋ 

介護保険制度のサービス 

△ 

障 

害 
児 

障害福祉サービスのみ ○ × 

障害児通所支援のみ × ○ 

地域生活支援事業のみ（移動・日中・地活等） × 

障害福祉サービス ＋ 障害児通所支援 × ○ 

障害福祉サービス ＋ 地域生活支援事業 ○ × 

障害児通所支援 ＋ 地域生活支援事業 × ○ 

※「障害福祉サービス」とは、介護給付費、訓練等給付費のサービスを示します。 
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Ⅴ　提出書類 市に提出する「サービス等利用計画」「障害児支援利用計画」の様式

福祉サービス

申請様式 原本

障
害
福
祉
サ
ー

ビ
ス
・
障
害
児
通
所

支
援
申
請
書
（

変
更
も
含
む
）

障
害
児
相
談
支
援
給
付
費
支
給
申
請
書
（

様
式
第
２
３
号
）

計
画
相
談
支
援
給
付
費
支
給
申
請
書
（

様
式
第
１
８
号
）

計
画
（

障
害
児
）

相
談
支
援
依
頼
（

変
更
）

届
出
書

申
請
者
の
現
状
（

基
本
情
報
）

申
請
者
の
現
状
（

基
本
情
報
）

現
在
の
生
活

サ
ー

ビ
ス
等
（

障
害
児
支
援
）

利
用
計
画
案

サ
ー

ビ
ス
等
（

障
害
児
支
援
）

利
用
計
画
案
（

週
間
）

サ
ー

ビ
ス
等
（

障
害
児
支
援
）

利
用
計
画

サ
ー

ビ
ス
等
・
（

障
害
児
支
援
）

利
用
計
画
（

週
間
）

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
報
告
書

○

※1

○ △ △

※2 ※3 ※3

○ △ △

※2 ※3 ※3

○

※2

○ △ △

※2 ※3 ※3

○：サービス利用開始希望日の２週間前までに○の書類をそろえて提出。 

●：翌月10日までに●の書類をそろえて提出。

※１：セルフプランから計画相談へ移行した場合は不要。
※2：区分認定を伴う場合は、福祉サービス申請書を認定終了日の2か月前までに提出 。
※3：生活状況等が大きく変化した場合に提出。
　　　具体例として、サービス提供事業所、支給曜日（支給量は除く）、目標等の変更の場合。
※「障害福祉サービス」とは、介護給付費、訓練等給付費を示します。

※モニタリング報告書について

・モニタリング月以外の変更の場合。市への連絡が必要です。
・モニタリング報告書は、原則モニタリング該当月に提出します。
　ただし変更や更新を伴わないモニタリング月においては、月末にモニタリングを実施せざるを得なか
　った場合等、やむを得ない場合に限り市担当者に事前連絡のうえ翌月10日までの提出を可とします。

○ ●

●

○

(1):サービス種類や量の変更 ○

(3):相談支援事業所の変更 ○ ○

(3):(1)・(2)以外の変更 ※３

○

●

○

※請求単位は相談支援事業所の報酬区分によって異なります。

○○ ● ●○○○○

●４
変
更
 

※
４

(1):サービス種類や量の変更

(2):モニタリング期間のみ変更

(２):(１)以外 ○ ●

３
更
新

１新規

「サービス等利用・障害児相談支援利用計画」の様式

別紙 原本 原本

支給決定プロセス

○

(2):モニタリング期間のみ変更

申請様式

○ ○ ● ● ○

○

● ○○ ○

○

○

２
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
月

(1):サービス種類や量の変更

○

○

○

○

(4):変更なし



Ⅵ 具体的な手続き 

 

１．新規  

 

① 申請者 ⇒ 市 

   [ 福祉サービスの申請関係 ] 

      ○「介護給付費 訓練等給付費 特定障害者特別給付費 地域相談支援給付

費支給申請書兼利用者負担額減額・免除等申請書」（様式第 1 号） 

      ○障害児通所給付費申請書兼利用者負担額減額・免除等申請書（様式第３号） 

 

     [ 計画相談支援の申請関係 ] 

      ○「計画（障害児）)相談支援給付費支給申請書」（様式第 18 号／２３号） 

      ○「計画（障害児）相談支援依頼（変更）届出書」 

 

② 市 ⇒ 申請者 

     「サービス等（障害児支援）利用計画案提出依頼書」 

  

③ 市 ⇒ 申請者（障害支援区分認定が必要な方のみ） 

     「障害支援区分認定通知書」送付 

 

④ 指定特定（障害児）相談支援事業所 ⇒ 市 

     [ 計画案関係 ] サービス利用開始希望日の約 2 週間前に提出 

      ○「申請者の現状（基本情報）」 （別紙１） 

      ○「申請者の現状（基本情報）現在の生活」 （別紙２） 

○「川口市サービス等利用計画案・障害児支援利用計画案」 

○「サービス等（障害児支援）利用計画案（週間計画表）」 

 

⑤ 市 ⇒ 申請者 

「支給決定通知書」 

「計画（障害児）相談支援給付費支給（却下）決定通知書」 

「障害福祉サービス受給者証」 

 

⑥ 指定特定（障害児）相談支援事業所 ⇒ 市 

 [ 計画関係 ] 翌月 10 日までに提出 

○「川口市サービス等利用（障害児支援）利用計画」（写し） 

○「サービス等（障害児支援）利用計画（週間計画表）」（写し） 
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２．モニタリング月   

 

（１） サービス種類や量の変更  

 

① 申請者 ⇒ 市 

     [ 障害福祉サービスの申請関係 ] 

      ○「介護給付費 訓練等給付費 特定障害者特別給付費 地域相談支援給付 

        費支給変更申請書兼利用者負担額減額・免除等変更申請書」（様式第７号） 

○障害児通所給付費申請書兼利用者負担額減額・免除等申請書（様式第３号） 

 

     [ 計画（障害児）相談支援の申請関係 ] 

  ○「計画（障害児）相談支援給付費支給申請書」（様式第 18 号／２３号） 

 

② 指定特定（障害児）相談支援事業所 ⇒ 市 

 [ モニタリング関係 ] 

  ○「川口市モニタリング報告書（継続サービス利用支援・継続障害児支援利用

援助）」 

     [ 計画案関係 ] サービス変更開始希望日の約 2 週間前に提出 

○「川口市サービス等利用計画案・障害児支援利用計画案」 

○「サービス等利用計画案・障害児支援利用計画案（週間計画表）」 

※必要に応じ提出 

○「申請者の現状（基本情報）」 （別紙１） 

      ○「申請者の現状（基本情報）現在の生活」 （別紙２） 

 

③ 市 ⇒ 申請者 

「支給決定通知書」「変更決定通知書」 

「計画（障害児）相談支援給付費支給（却下）決定通知書」 

「障害福祉サービス受給者証」 

 

④ 指定特定（障害児）相談支援事業所 ⇒ 市 

 [ 計画関係 ] 翌月 10 日までに提出 

○「川口市サービス等（障害児支援）利用計画」（写し） 

○「サービス等（障害児支援）利用計画（週間計画表）」（写し） 
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（２） モニタリング期間のみ変更  

 

① 申請者 ⇒ 市 

     [ 計画（障害児）相談支援の申請関係 ] 

     ○「計画（障害児）相談支援給付費支給申請書」（様式第 18 号／２３号） 

 

② 指定特定（障害児）相談支援事業所 ⇒ 市 

[ モニタリング関係 ] 

      ○「川口市モニタリング報告書（継続サービス利用支援・継続障害児支援利用

援助）」 

 

③ 市 ⇒ 申請者 

「計画相談（障害児）支援給付費支給（却下）決定通知書」 

「障害福祉サービス受給者証」 

 

 

（３） （１）（２）以外の変更  

 

① 指定特定（障害児）相談支援事業所 ⇒ 市 

 [ モニタリング関係 ] 

○「川口市モニタリング報告書（継続サービス利用支援・継続障害児支援利用

援助）」 

 

 

（４） 変更なし  

 

① 指定特定（障害児）相談支援事業所 ⇒ 市 

 [ モニタリング関係 ] 

○「川口市モニタリング報告書（継続サービス利用支援・継続障害児支援利用

援助）」 
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３．更新  

 

（１）サービス種類や量の変更  

 

① 申請者 ⇒ 市 

     [ 福祉サービスの申請関係 ] 

      ○「介護給付費 訓練等給付費 特定障害者特別給付費 地域相談支援給付 

        費支給申請書兼利用者負担額減額・免除等申請書」（様式第１号） 

○障害児通所給付費申請書兼利用者負担額減額・免除等申請書（様式第３号） 

 

  [ 計画（障害児）相談支援の申請関係 ] 

      ○「計画（障害児）相談支援給付費支給申請書」（様式第 18 号／２３号） 

 

② 指定特定（障害児）相談支援事業所 ⇒ 市 

 [ モニタリング関係 ] 

      ○「川口市モニタリング報告書（継続サービス利用支援・継続障害児支援利用

援助）」 

     [ 計画案関係 ] サービス変更開始希望日の約 2 週間前に提出 

○「川口市サービス等（障害児支援）利用計画案」 

○「サービス等（障害児支援）利用計画案（週間計画表）」 

※必要に応じ提出 

○「申請者の現状（基本情報）」 （別紙１） 

 ○「申請者の現状（基本情報）現在の生活」 （別紙２） 

 

③ 市 ⇒ 申請者 

「支給決定通知書」 

「計画（障害児）相談支援給付費支給（却下）決定通知書」 

「障害福祉サービス受給者証」 

 

④ 指定特定（障害児）相談支援事業所 ⇒ 市 

[ 計画関係 ] 翌月 10 日までに提出 

○「川口市サービス等（障害児支援）利用計画」（写し） 

○「サービス等（障害児支援）利用計画」（写し） 
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（２）（１）以外  

 

① 申請者 ⇒ 市 

  [ 福祉サービスの申請関係 ] 

      ○「介護給付費 訓練等給付費 特定障害者特別給付費 地域相談支援給付 

       費支給申請書兼利用者負担額減額・免除等申請書」（様式第１号） 

      ○障害児通所給付費申請書兼利用者負担額減額・免除等申請書（様式第３号） 

  [ 計画（障害児）相談支援の申請関係 ] 

  ○「計画（障害児）相談支援給付費支給申請書」（様式第 18 号／２３号） 

 

② 指定特定（障害児）相談支援事業所 ⇒ 市 

[ モニタリング関係 ] 

      ○「川口市モニタリング報告書（継続サービス利用支援・継続障害児支援利用

援助）」 

 

③ 市 ⇒ 申請者 

「支給決定通知書」 

「計画（障害児）相談支援給付費支給（却下）決定通知書」 

「障害福祉サービス受給者証」 

 

④ 指定特定（障害児）相談支援事業所 ⇒ 市 

      [  計画関係 ] 翌月 10 日までに提出 

○「川口市サービス等（障害児支援）利用計画」（写し） 

○「サービス等（障害児支援）利用計画」（写し） 
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４．変更  

 

（１）サービス種類や量の変更  

 

① 申請者 ⇒ 市 

     [ 福祉サービスの申請関係 ] 

      ○「介護給付費 訓練等給付費 特定障害者特別給付費 地域相談支援給付 

        費支給変更申請書兼利用者負担額減額・免除等変更申請書」（様式第７号） 

      ○障害児通所給付費申請書兼利用者負担額減額・免除等申請書（様式第１０号） 

 

 [ 計画（障害児）相談支援の申請関係 ] 

      ○「計画（障害児）相談支援給付費支給申請書」（様式第 18 号／２３号） 

 

② 指定特定・障害児相談支援事業所 ⇒ 市 

     [ 計画案関係 ] サービス変更開始希望日の約 2 週間前に提出 

○「川口市サービス等（障害児支援）利用計画案」 

○「サービス等（障害児支援）利用計画案（週間計画表）」 

※必要に応じ提出 

○「申請者の現状（基本情報）」 （別紙１） 

      ○「申請者の現状（基本情報）現在の生活」 （別紙２） 

 

③ 市 ⇒ 申請者 

「支給（給付）変更決定通知書」 

「計画（障害児）相談支援給付費支給（却下）決定通知書」 

「障害福祉サービス受給者証」 

 

④ 指定特定（障害児）相談支援事業所 ⇒ 市 

[ 計画関係 ] 翌月 10 日までに提出 

○「川口市サービス等（障害児支援）利用計画」（写し） 

○「サービス等（障害児支援）利用計画（週間計画表）」（写し） 
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（２） モニタリング期間のみ変更  

 

① 申請者 ⇒ 市 

     [ 計画（障害児）相談支援の申請関係 ] 

     ○「計画（障害児）相談支援給付費支給申請書」（様式第 18 号／２３号） 

 

② 指定特定（障害児）相談支援事業所 ⇒ 市 

[ モニタリング関係 ] 

      ○「川口市モニタリング報告書（継続サービス利用支援・継続障害児支援利用

援助）」 

 

③ 市 ⇒ 申請者 

「計画（障害児）相談支援給付費支給（却下）決定通知書」 

「障害福祉サービス受給者証」 

 

 

（３）指定特定（障害児）相談事業所の変更  

 

① 申請者 ⇒ 市 

     [ 計画相談支援の申請関係 ] 

      ○「計画（障害児）相談支援給付費支給申請書」（様式第 18 号／２３号） 

      ○「計画（障害児）相談支援依頼（変更）届出書」 

 

② 市 ⇒ 申請者 

「計画（障害児）相談支援給付費支給（却下）決定通知書」 

「障害福祉サービス受給者証」 
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Ⅶ  モニタリング期間の設定  

 

（1）モニタリング期間 

モニタリング期間については、指定特定相談支援事業者・障害児相談支援事業者（計

画作成担当）の提案を踏まえて、以下の勘案事項及び期間を勘案して、市が個別の対象

者ごとに定めます。一般的には、状態が不安定で障害福祉サービス事業者等との連絡調

整等を頻回に行わなければならない場合等はモニタリング期間が短くなることが想定さ

れ、逆に状態が安定している場合等はモニタリング期間が長くなることが想定されます。 

 

標準のモニタリング期間は、下記のとおりです。 

標準期間 （厚生労働省令一部抜粋） 

① 新規又は変更決定によりサービス内容に著しく変更があった者 ※④を除く  

→ 利用開始から３ヶ月間、毎月実施  

② 在宅の障害福祉サービス利用者（障害児通所支援を含む）又は地域定着支援利用者 

 ※①を除く  

ア 以下の者（現行制度の対象者） → 毎月実施  

・ 障害者支援施設からの退所等に伴い、一定期間、集中的に支援を行うことが必要であ 

る者 

・ 単身の世帯に属するため又はその同居している家族等の障害、疾病等のため、自ら指

定障害福祉サービス事業者等との連絡調整を行うことが困難である者  

・ 常時介護を要する障害者等であって、意思疎通を図ることに著しい支障があるものの

うち、四肢の麻痺及び寝たきりの状態にあるもの並びに知的障害又は精神障害により

行動上著しい困難を有する者（ただし、重度障害者等包括支援の支給決定を受けてい

ない者に限る。）  

イ ア以外の者  

 １，就労定着支援、自立生活援助、日中サービス支援型共同生活援助、居宅介護、行

動援護、同行援護、重度訪問介護、短期入所、就労移行支援、自立訓練→ ３ヶ月

ごとに１回実施 ※ 

２，生活介護、就労継続支援、共同生活援助（日中支援型を除く）、地域移行支援、地 

 域定着支援、障害児通所支援→ ６ヶ月ごとに１回実施 ※ 

③ 障害者支援施設入所者 ※①及び④を除く → ６ヶ月ごとに１回実施 

④ 地域移行支援利用者 → ６ヶ月ごとに１回実施 

                               出典：厚生労働省 
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勘案事項 

ａ 障害者等の心身の現況 

ｂ 障害者等の置かれている環境 

・地域移行等による住環境や生活環境の変化、家族の入院、死亡又は出生等による家庭

環境の変化、 ライフステージ（乳幼児期から学齢期への移行、学齢期から就労への移

行等）の変化の有無 等 

ｃ 総合的な援助の方針（援助の全体目標） 

ｄ 生活全般の解決すべき課題 

ｅ 提供されるサービスの目標及び達成時期  

ｆ 提供されるサービスの種類、内容及び量 

ｇ サービスを提供する上での留意事項 

 

 

（２）モニタリング期間設定の目安 

モニタリング期間の設定について、支援の実態に即したモニタリング期間を設定する

ため一定の目安・指針を設けますので、期間設定の参考として下さい。モニタリング期

間は、１ヶ月・２ヶ月・３ヶ月・６ヶ月を原則基本とします。ただし、（本人）の状況に

応じて４ヶ月等の設定が適切と判断された場合は、この限りではありません。 

 

モニタリング期間の設定の目安は、下記のとおりです。 

 

《毎月》 

・退院したばかりで、サービス調整と本人の状態の変化を見守る必要がある。 

・事業所で落ち着いておらず、頻繁な調整が必要である。 

・介護保険への移行調整中。 

・虐待あり（家族支援ケース）である。 

・重症心身障害者であり、多数の事業所を利用しており、サービスの調整を毎月必要と

する。 

・障害のある方が複数いる家庭で家庭支援を必要とする。 

・自殺未遂歴あり。状態の確認および家族支援を必要とする。 

・福祉サービスを使い始めたばかりで、単身生活者のため支援や見守りを必要とする。 

・生活困窮者であり、極めて生活が不安定で家族支援を必要とする。 

《２ヶ月》 

・委託相談も関わって支援を行っており、長い期間こまめにモニタリングを必要とする。 

・家族の出産や入院等、家庭環境やサービス状況の変化が見込まれる。 

・家族の課題解決が不十分であり、家族支援も必要とする。 

・以前にＤＶがあり、落ち着いているものの見守り確認を必要とする。 

・通所が不安定で家族ともに思いが変わりやすい。 
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《３ヶ月》 

・一般就労を希望しており、就労前の生活状況や能力の把握など就労に向けた状態のモ

ニタリングなどを必要とする。 

・ＧＨに入居しているが、地域移行の希望があり調整を必要とする。 

・幼児であり、成長の変化が著しい。 

・家族の状態が不安定で、不安感が強く定期的な状態確認を必要とする。 

・家族の課題解決が不十分、もしくは相談や支援の依頼が出せないため、定期的な確認・

見守りを必要とする。 

・障害のある方が複数いる家庭で、定期的な確認・見守りを必要とする。 

・本人や家族の状況は安定しているが、細やかな確認・見守りを必要とする。 

・虐待までには至っていないものの虐待のリスクがある。 

・精神障害者で、状態に不安がある。 

・経済状況や生活が不安定で、定期的な確認・見守りを必要とする。 

《６ヶ月》 

・本人や家族の状況が安定しており、サービス利用も比較的安定している。 

 

 

 

（３）計画相談支援給付費・障害児相談支援給付費の支給期間 

計画相談支援給付費・障害児相談支援給付費の支給期間（月単位）については、以 

下の取扱いとします。 

①  支給期間の開始月 

・新規に計画相談支援給付費・障害児相談支援給付費の対象となる方 

⇒サービス利用支援・障害児支援利用援助を実施する月（サービス等利用計画を作成 

する月） 

・既に計画相談支援給付費・障害児相談支援給付費の対象となっている方（更新利用に 

ついて） 

⇒継続前の支給期間の翌月  

②   支給期間の終期月 

利用する障害福祉サービスの支給決定、地域相談支援給付決定又は障害児通所支援の 

給付決定の有効期間のうち最長の有効期間の終期月 
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（４）モニタリング期間に係る開始月と終期月 

モニタリング期間の設定に当たっては、当該モニタリング期間に係る継続サービス利 

用支援・継続障害児支援利用援助の開始月と終期月を設定します。 

具体的な取り扱いは以下のとおりです。 

① 当該モニタリング期間に係る継続サービス利用支援・継続障害児支援利用援助の開

始月 

開始月については、支給決定の有効期間の終期月において継続サービス利用支援・継

続障害児支援利用援助を実施することを前提に、当該者に係るモニタリング期間を勘案

して設定する。 

（支給決定の有効期間の終期月においては、対象者の現況に応じて、継続サービス利用

支援・継続障害児支援利用援助と併せて支給決定の継続等のためのサービス利用支援・

障害児支援利用援助を実施 (報酬はサービス利用支援・障害児支援利用援助の報酬のみ

算定) 

なお、１人の者に対して複数の支給決定の有効期間の終期が設定される場合には、複

数の支給決定の有効期間のうち最長の有効期間の終期月に継続サービス利用支援・継続

障害児支援利用援助を実施することを前提に、当該者に係るモニタリング期間を勘案し

て、継続サービス利用支援・継続障害児支援利用援助の開始月を設定する。ただし、モ

ニタリング期間が「毎月」の者については、開始月より起算する。 

 

② 当該モニタリング期間に係る継続サービス利用支援・継続障害児支援利用援助の終

期月 

原則として、計画相談支援給付費・障害児相談支援給付費の支給期間の終期月（サー

ビスの支給決定の有効期間の終期月）と同じとする。 

 

（５）具体的な例 

例１  令和３年４月から、1 年間の支給期間のサービスを利用する場合（居宅介護等） 

（サービスの支給期間       令和３年 4 月 １日 ～ 令和４年 3 月 31 日） 

（計画相談支援の支給期間   令和３年 3 月 15 日 ～ 令和４年 3 月 31 日） 

（モニタリング期間）    3 か月 

 

 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

令和３年 

計画 

作成 

  
 

モ 
  

 

モ 
  

 

モ 
   モ 

 計 

 

 

※受給者証への記載内容 

支給期間     令和３年 3 月 15 日 ～ 令和４年 3 月 31 日 

モニタリング期間  令和３年６、９、１２月  

         令和４年３月 
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例２  令和３ 年４月から、３年間の支給期間のサービスを利用する場合（生活介護等） 

（サービスの支給期間      令和３ 年 4 月 1 日 ～ 令和６年 3 月 31 日） 

（計画相談支援の支給期間  令和３年 3 月 15 日 ～ 令和６年 3 月 31 日） 

（モニタリング期間）    6 か月 

 

 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

令和３年 

計 画 

作成 

 

 
 

 

 
  

 

モ 
     

 

モ 

令和４年 

 

 
     

 

モ 
     

 

モ 

令和５年 

 

 
     

 

モ 
     モ 

計 

 

※受給者証への記載内容 

支給期間     令和３年 3 月 15 日 ～ 令和６年 3 月 31 日 

モニタリング期間  令和３年９月  

         令和４年３、９月 

         令和５年３，９月 

         令和６年３月 
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〔その他〕 
 

 

 

 

 

 

 

１）利用サービスに応じて必要な書類         

２）申請時の注意点                         

３）請求事務等について                    

 

 

 

 

 

（支給決定又は地域相談支援給付決定の申請に係る援助） 

第１０条 指定特定相談支援事業者は、支給決定又は地域相談支援給付決定に通常 

要すべき標準的な期間を考慮し、支給決定の有効期間又は地域相談支援支給決定の

有 効期間の終了に伴う支給決定又は地域相談支援支給決定の申請について、必要な

援助 を行わなければならない。 

〔出典〕障害者総合支援法に基づく指定計画相談支援の事業の人員及び運営に関す

る基準（抜粋）
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１）利用サービスに応じて必要な書類 

 

（１）新規・更新  

・（介護給付費 訓練等給付費 特定障害者特別給付費 地域相談支給給付費）支給申請

書兼利用者負担額減額・免除等申請書（様式第 1 号） 

【児童福祉法サービスを利用の場合は、障害児通所給付費支給申請書兼利用者負担額減

額・免除申請書（様式第３号）】および世帯状況・収入申告書兼同意書 

 

（２）変更・追加・一部取り消し・負担額変更 

・（介護給付費 訓練等給付費 特定障害者特別給付費 地域相談支給給付費）支給変更

申請書兼利用者負担額減額・免除等変更申請書（様式第７号） 

【児童福祉法サービスを利用の場合は、障害児通所給付費支給申請書兼利用者負担額減

額・免除申請書（様式第１０号）】 

・世帯状況・収入申告書兼同意書（必要に応じて提出を求めることがあります）  

 

（３）利用サービスにより別途必要なもの 

・グループホーム利用中で、生活保護受給中及び市民税非課税の方：家賃証明（任意書式) 

・以下のサービスを利用中で暫定支給から更新される方≪自立訓練（機能・生活）、就労

移行支援、就労継続支援Ａ型≫：暫定支給決定期間の利用にかかる支援実績及び評価報

告書または事業所意見書（サービス提供事業所が作成） 

・以下のサービスを利用中で支給期間の更新される方（暫定支給以外）≪自立訓練（機能・ 

生活・宿泊）、就労移行支援≫：事業所意見書（サービス提供事業所が作成） 

・施設入所支援を利用の方：収入・支出のわかるもの（下記の表参照） 

・療養介護を利用の方：収入・支出のわかるもの（下記の表参照）、健康保険証の写し、

限度額適用認定証（保険者から交付されている方のみ） 

 

 

 

 

 

令和２年 1 月～１２月分の金額（利用日 令和３年７月１日～令和４年 6 月 30 日） 

（１）本人の年金額がわかるもの 

（年金証書、振込み通知書、振込額がわかる通帳等） 

（２）本人の手当（特別障害者手当、障害児福祉手当、経過的福祉手当、 

特別児童扶養手当）の額がわかるもの（振込額がわかる通帳等） 

（３）工賃証明（事業所で発行してもらう） 

（４）仕送り、不動産等収入がわかるもの 

（５）税金の額がわかるもの 

（６）国保料、社会保険料等の額がわかるもの 

【注意】：収入・支出は、令和２年１月～１２月分のわかるものの写しが必要 
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（４）状況に応じて、別途必要なもの 

・利用開始の前年１月１日に川口市に住所がない方（本人及び配偶者、障害児の場合は世

帯主及び配偶者）：課税・非課税証明書、または個人番号のわかるもの（マイナンバーを

利用した情報連携により、課税状況を確認できる場合があります） 

・生活保護受給中の方：生活保護受給証明書（生活保護受給者証のコピー可） 

手当等の申請のために提出された証明書により、課税証明書及び診断書の提出を省略で

きる場合があります。該当の方は、事前に障害福祉課へお問い合わせください。 

・障害者手帳、自立支援医療（精神通院）を持っていない方：医師の診断書 

・支援給付の支給決定がされている中国残留邦人等及び特定配偶者に該当する方：支援給

付の支給決定がされている中国残留邦人等及び特定配偶者に対する本人確認証 

・高額福祉サービス費に該当する方 

同一世帯に障害福祉サービス等を利用している方が複数いるなど、世帯における利用者

負担額の合計が、一定の基準額を超えた場合、市役所に申請することで給付を受けるこ

とが出来ます。 

：高額障害福祉サービス費支給申請書（高額障害児通所給付費申請書）、印鑑（スタンプ

印以外）、振込先の通帳（口座番号の確認できるもの）、利用しているサービスの領収書

（コピー可） 

（例）収入証明確認表（○：令和３年度、●：令和４年度、◎：令和５年度） 

※基準日に住民登録のあった市町村での課税状況の確認が必要です。 

（確認は、マイナンバーによる照会または課税・非課税証明書により行います。） 

 

２）申請時の注意点 

（１）４０歳以上の介護保険受給者、または６５歳以上の方 

①新規申請の場合は、書類を提出する前に、事前に市へ相談（必須）。 

障害福祉サービスの対象となるかどうか、環境や状況等を確認。 

②福祉サービス申請書類一式及び要介護認定を受けている方は介護保険資料を提出 

介護保険資料とは：ケアプラン等 

※障害支援区分の認定を行っても、障害の状況によっては、障害福祉サービスの給付をし

ない場合があります。 

介護保険給付と自立支援給付との適用関係については、当該給付調整規定に基づき、介護

保険給付が優先される。市町村において、申請に係る障害福祉サービスの利用に関する具

体的な内容（利用意向）を聴き取りにより把握の上、必要としている支援内容について介

護保険サービスにより提供を受けることが可能か否かを適切に判断。 

〔出典〕事務処理要領（抜粋）  最終改正  令和２年９月版 

 

 

利用開始日 （申請日ではない） 課税証明年度（対象の収入期間） 基準日 

令和３.7.1～令和４.6.30 ○ 令和３年度 （令和２.1～12 月分） 令和３.1.1 

令和４.7.1～令和５.6.30 ● 令和４年度 （令和３.1～12 月分） 令和４.1.1 

令和５.7.1～令和６.6.30 ◎ 令和５年度 （令和４.1～12 月分） 令和５.1.1 
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（２）標準利用期間を超えて利用を希望する方 

標準利用期間のあるサービス：就労移行支援２４ヵ月、 

自立訓練（宿泊型２４ヵ月・生活２４ヵ月・機能１８ヵ月） 

標準利用期間を超えてさらにサービスが必要な場合については、審査会の審査を経て、必

要性が認められた場合に限り、最大１年間の更新が可能（原則１回） 

〔出典〕事務処理要領（抜粋）  最終改正  令和２年９月版 

① サービスの継続を希望する場合（更新一回のみ） 

福祉サービス申請書一式・直近のモニタリング報告書（またはセルフプラン）・サービス

提供事業所が作成した事業所意見書（継続）を提出 

③  サービスを廃止し、他のサービスを希望する場合 

福祉サービス申請書一式・直近のモニタリング報告書（またはセルフプラン）・計画案と

計画案（週間）・サービス提供事業所が作成した事業所意見書（廃止、他のサービス利用の

必要性についてのアセスメント）を提出。 

 

（３）区分再認定が必要な方（目安のスケジュール） 

区分認定期間の切れるおおむね３ヵ月前に、市から状況の確認 

区分認定の切れる１５日前までに、モニタリング報告書・サービス等利用計画書の提出。 

 

（例）区分認定期間  １０月末まで 

８月中旬まで              サービス利用状況を確認 

８月末日まで              福祉サービス申請書一式を提出 

９月下旬頃まで             訪問調査の実施、医師意見書の作成 

9 月下旬～１０月中旬      審査会にて区分認定 

１０月モニタリング実施    モニタリングの実施、サービス等利用計画書案の作成 

１０月１５日まで           モニタリング報告書・サービス等利用計画書案の提出 

１０月末まで               支給決定（受給者証の送付） 

１１月１０日まで           サービス等利用計画書の提出 

 

（４）申請提出のタイミング（新規で区分認定が必要な方） 

障害福祉サービスは、障害支援区分認定日からの支給決定となり、遡っての支給決定は

行いません。サービスが必要となる日の２ヵ月前までに、必ず申請の手続きを行ってくだ

さい。 

 

介護保険：要介護認定後、申請日まで遡って利用可 

障害福祉：障害支援区分認定以降利用可。申請日までの遡りは不可 
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３）請求事務等について 

（１）請求までの流れ      （参考資料 H25.2.22 相談支援に係るＱ＆Ａについて） 

特定・障害児相談支援事業(以下、相談支援事業という。)の給付費は埼玉県国民健康

保険連合会(以下、国保連という。)へインターネットを介して電子請求します。 

○請求までの流れ 

事業所 川口市 国保連 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 利用者に代わって事業所が市へ提出することも可能 

※2 特定(障害児)相談支援におけるｻｰﾋﾞｽ提供月とはｻｰﾋﾞｽ等利用計画が作成された日に

属する月のことです。 

利用者より障害福祉サー

ビスの申請 

利用者へｻｰﾋﾞｽ等(障害児

支援)利用計画案の作成

依頼 

利用者と相談支援の契約 

ｻｰﾋﾞｽ等(障害児支援)利

用計画案の作成、利用者

へ交付※1 ｻｰﾋﾞｽ等(障害児支援)利用

計画案をもとに支給決定 

支給決定内容を元にｻｰ

ﾋﾞｽ等(障害児支援)利用

計画を作成、利用者か

らの同意、ｻｰﾋﾞｽ担当者

会議等を行い、本計画

の写しを市へ提出 

（Ｑ＆Ａ 問４６） 

本計画提出後に給付費の請求ができます。 

請求時の「サービス提供月」は相談支援サービス実施月で

す。 

国保連へ電子請求 

(ｻｰﾋﾞｽ提供月※2 の

翌月 10 日までに請

求) 

ｼｽﾃﾑで点検処理 

ｻｰﾋﾞｽ等(障害児支援)利

用計画の写しを確認 

点検結果通知 
ｻｰﾋﾞｽ等(障害児支援)利

用計画の確認ができ、明

細内容が正しければ請

求ＯＫ 
正常処理通知受信 

事業所へ給付費の支払 入金の確認 
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○請求事務の具体的な例 

まずは大前提から・・・ 

※計画・障害児相談給付費(以下、給付費という。)はｻｰﾋﾞｽ等・障害児支援利用計画(以 

下、計画という。)を作成し、利用者からの同意、サービス担当者会議等を開催した 

時点で発生します。市には計画の写しを提出します。 

 ・計画案や計画の作成後に利用者が障害福祉サービスの申請を取り下げた場合 

→給付費は NG （Ｑ＆Ａ 問４９） 

 ・計画案や計画の作成途中、利用者の同意を得る前等の段階で利用者が転出もしくは

死亡等により障害福祉サービスの申請が却下された場合→給付費は NG 

  （Ｑ＆Ａ 問５０） 

 

※相談支援事業の給付費は原則、同一月において一利用者に対して一回しか算定されま 

せん。(基本相談は給付費の対象ではありません。) 

・計画を作成し、基本相談(※1)も行ったのでサービス(児童)利用支援(※2)の給付費を

２回分請求する→ＮＧ  

・モニタリング実施月において２回モニタリングを行った。サービス(児童)継続支援(※

3)の給付費を２回分請求する→ＮＧ （Ｑ＆Ａ 問５５） 

 

 ※1 基本相談：利用者の相談を受けることをいい、情報提供や手続きの代行、関係 

機関との連絡調整などの援助が想定されます。 

 ※2 サービス(児童)利用支援：支給決定、支給決定の更新もしくは変更決定の際に

必要な計画を作成した場合の給付費のサービス名称 

以下、サービス利用支援と表記 

  ※3 サービス(児童)継続支援：モニタリング実施月においてモニタリングを行った

場合の給付費のサービス名称 

                以下、サービス継続支援と表記 

 

※計画相談と障害児相談を一体的に実施する場合の給付費は障害児相談支援のみ算定

します。 

 ・居宅介護と児童発達支援の計画を作成したので、計画相談と障害児相談の両方を請

求する→ＮＧ （Ｑ＆Ａ 問４７） 

 

※モニタリング実施終期月にモニタリングの実施および障害福祉サービス等の更新に 

係る計画を作成した場合はサービス利用支援の給付費のみを請求する。 

 （Ｑ＆Ａ 問５７） 
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(ケース１) 新規に障害福祉サービスの支給決定をし、モニタリング期間６ヶ月と設定した場合 (支給決定開始月は７月、支給決定期間１年間で想定) 

 

 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画案作成 

支給決定 

計画作成 

 

            

算定可能な 

給付費及び 

提供月 

             

ポイント１：計画は支給決定後からサービス利用開始までの間に作成し、計画作成月は６月となりますので、初回の給付費は６月提供分として請求します。 

ポイント２：モニタリング終期月はモニタリングを実施した結果、障害福祉サービスの更新が必要な場合は計画作成を行いますが、サービス利用支援のみ請求しま

す。また、更新時のサービス提供月は既に計画相談支援給付費の決定がありますので、作成月である６月を提供月とし、７月１０日までに国保連へ請求します。 

 

 

 

モニタリング

実施月 

モニタリング

実施終期月 

サービス

更新の場

合は計画

障害福祉サービス利用 

ｻｰﾋﾞｽ利用支

援(６月分) 

ｻｰﾋﾞｽ継続支

援(12 月分) 

ｻｰﾋﾞｽ利用支

援(6 月分) 

翌月10日ま

でに請求 

ﾎ ﾟ ｲ ﾝ ﾄ

1 
ﾎ ﾟ ｲ ﾝ ﾄ

2 

翌月10日ま

でに請求 
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(ケース２) 新規に障害福祉サービスの支給決定をし、モニタリング期間６ヶ月(当初３ヶ月は毎月)と設定した場合 (支給決定開始月は７月、支給決定期間１年 

間で想定) 

 

 ６月 7 月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画案作成 

支給決定 

計画作成 

 

            

算定可能な 

給付費及び 

提供月 

             

 

ポイント１：この場合もケース１と同様に計画作成分は６月として請求します。また、７月提供分はモニタリング分を請求します。ただし例外としてサービス利用

開始月の１日にｻｰﾋﾞｽ利用支援を行った後にｻｰﾋﾞｽ継続支援を行った場合は同一月でも両方算定できます。（Ｑ＆Ａ 問５８） 

ｻｰﾋﾞｽ継続支

援(9 月分) 

モニタリング

実施月 

モニタリング

実施終期月 

サービス

更新の場

合は計画

支給決定 

障害福祉サービス利用 

ｻｰﾋﾞｽ継続支

援(12 月分) 

ｻｰﾋﾞｽ利用支

援(6 月分) 

翌月10日ま

でに請求 

翌月10日ま

でに請求 

ﾎ ﾟ ｲ ﾝ ﾄ

1 

モニタリング

実施月 

モニタリング

実施月 

ｻｰﾋﾞｽ継続支

援(8 月分) 

翌月10日ま

でに請求 

翌月10日ま

でに請求 

モニタリング

実施月 

ｻｰﾋﾞｽ利用支

援(６月分) 

翌月10日ま

でに請求 

ｻｰﾋﾞｽ継続支

援(７月分) 
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(ケース３) 障害福祉サービスの更新決定をし、モニタリング期間６ヶ月と設定した場合 (支給決定開始月は７月、支給決定期間１年間で想定) 

※(ケース１)の翌年 

 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画案作成 

更新決定 

計画作成 

            

算定可能な 

給付費及び 

提供月 

 

 

 

 

            

 

ポイント１：モニタリング終期月はモニタリングを実施した結果、障害福祉サービスの更新が必要な場合は計画作成を行いますが、サービス利用支援のみ請求しま

す。また、更新時のサービス提供月は既に計画相談支援給付費の決定がありますので、作成月である６月を提供月とし、７月１０日までに国保連へ請求します。以

降、モニタリング期間の変更等が無い場合はこのサイクルで請求を行います。提出をした日ではなく、モニタリングを予定した月で請求をしてください。 

モニタリング

実施月 

障害福祉サービス利用 

モニタリング

実施終期月 

サービス更

新の場合は

計画作成 

障害福祉サービス利用更新 

モニタリング

実施月 

ｻｰﾋﾞｽ利用

支援 

(6 月分) 

翌月10日ま

でに請求 

ｻｰﾋﾞｽ継続

支援 

(12 月分) 

翌月10日ま

でに請求 

ｻｰﾋﾞｽ利用

支援 

(6 月分) 

ﾎ ﾟ ｲ ﾝ ﾄ

1 
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(ケース４)  新規に障害福祉サービスの支給決定をし、モニタリング期間６ヶ月と設定、モニタリングを実施した結果、サービス内容の変更またはサービス追加と

なった場合 (支給決定開始月は７月、支給決定期間１年間で想定) （Ｑ＆Ａ 問５６のケース） 

6 月 7 月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

計画案作成 

支給決定 

計画作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

計画案作成 

変更決定 

計画作成 

      

算定可能な 

給付費及び 

提供月 

            

ポイント１：モニタリングを実施した結果、サービスの変更等に伴い、計画を作成した場合はサービス利用支援のみ請求します。また、計画作成の月が 

翌月にまたいだ場合で、モニタリング実施月と異なる場合でもサービス利用支援のみ請求します。（１２月のサービス継続支援の請求はできません。） 

 

 

障害福祉サービス内容変更後利用 

モニタリング

実施終期月 

サービス

更新の場

合は計画

障害福祉サービス利用 

ｻｰﾋﾞｽ利用支

援(12 月分) 

ｻｰﾋﾞｽ利用支

援(6 月分) 

翌月10日ま

でに請求 

ﾎ ﾟ ｲ ﾝ ﾄ

1 

ｻｰﾋﾞｽ利用支

援(６月分) 

翌月10日ま

でに請求 

モニタリング

実施月 
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(ケース５) 相談支援を受けている利用者が相談支援事業所を契約変更し、サービスの提供が同一月に重複した場合①（Ｑ＆Ａ 問５９のケース） 

【モニタリング実施が重複した場合】 

 7 月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

 

契 約 変 更

前事業所 

      

 

 

モニタリング

実施 

→請求ＮＧ 

      

契 約 変 更

後事業所 

     モニタリング

実施 

→請求ＯＫ 

      

算定可能な 

給付費及び 

提供月 

            

ポイント１：契約変更前事業所と契約変更後事業所がそれぞれモニタリング実施月にモニタリングを行った場合は契約変更前事業所はサービス継続支援の請 

求はできない。契約変更後事業所のみ請求可能。 

ポイント２：契約変更後事業所において新規に契約したとしても既に支給決定はされている(計画作成済)為、計画は作成せずにモニタリング期間に従ってモ 

ニタリングを実施する。よってこの場合はサービス継続支援を請求する。但し、モニタリングを行った結果、サービスの変更等が生じた場合は(ケース４)に 

ならって計画を作成し、サービス利用支援を請求する。 

※この扱いはモニタリング終期月においても同様であり、契約変更前事業所がモニタリングを行い、契約変更後事業所が更新の為の計画を作成した場合は契 

約変更後事業所のサービス利用支援のみ請求できる。(契約変更前事業所は請求が一切できない。) 

モニタリング

実施月 

障害福祉サービス利用 

ｻｰﾋﾞｽ継続支

援(12 月分) 

翌月10日ま

でに請求 

ﾎ ﾟ ｲ ﾝ ﾄ

1 

ﾎﾟｲﾝﾄ 2 

契約変更月 
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(ケース６) 相談支援を受けている利用者が相談支援事業所を契約変更し、サービスの提供が同一月に重複した場合②（Ｑ＆Ａ 問６１のケース） 

【契約変更前事業所の計画作成と契約変更後事業所のモニタリングが重複した場合】 

 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 

 

契 約 変 更

前事業所 

      

 

モニタリング

及び計画作成

実施 

 

→計画分のみ

請求ＯＫ 

      

算定可能な 

給付費及び 

提供月 

 

 

 

 

     

 

 

      

契 約 変 更

後事業所 

 

 

 

    モニタリング

実施 

→請求ＯＫ 

      

算定可能な 

給付費及び 

提供月 

            

ポイント１：モニタリング終期月において契約変更前事業所がモニタリング及び計画作成を行った後に契約変更した場合はサービス利用支援の請求可能。 

ポイント 2：契約変更後事業所は契約変更前事業所から計画を引き継ぎ、面接やサービス担当者会議等のモニタリングを行った場合はサービス継続支援の請 

求ができる。この場合、計画は契約変更前事業所が作成している為、改めて作成する必要はなく、また、サービス利用支援の請求はできない。 

 

モニタリング

実施終期月 

障害福祉サービス利用 

ｻｰﾋﾞｽ継続支

援(6 月分) 

翌月10日ま

でに請求 

ﾎ ﾟ ｲ ﾝ ﾄ

1 

ﾎ ﾟ ｲ ﾝ ﾄ

2 

障害福祉サービス利用更新 

ｻｰﾋﾞｽ利用支

援(6 月分) 

翌月10日ま

でに請求 

契約変更月 
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(ケース７) 相談支援を受けている利用者が相談支援事業所を契約変更し、サービスの提供が同一月に重複した場合③（Ｑ＆Ａ 問６０のケース） 

【契約変更前事業所のモニタリングと契約変更後事業所の計画作成が重複した場合】 

 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 

 

契 約 変 更

前事業所 

      

 

 

モニタリング

実施 

→請求 NG 

      

契 約 変 更

後事業所 

 

 

 

    計画作成実施 

→請求ＯＫ 

      

算定可能な 

給付費及び 

提供月 

            

ポイント１：モニタリング終期月において契約変更前事業所がモニタリングを行った後に契約変更した場合はサービス継続支援の請求はできない。但し、翌 

月の障害福祉サービスの更新がない等の理由で契約変更後事業所が計画作成を行わない場合はサービス継続支援の請求が可能 

ポイント２：契約変更後事業所は障害福祉サービス更新決定の為の計画を作成し、サービス利用支援の請求を行う。 

 

 

 

 

 

モニタリング

実施終期月 

障害福祉サービス利用 

ｻｰﾋﾞｽ利用支

援(6 月分) 

翌月10日ま

でに請求 

ﾎ ﾟ ｲ ﾝ ﾄ

1 

ﾎ ﾟ ｲ ﾝ ﾄ

2 

障害福祉サービス利用更新 

契約変更月 
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(ケース８) 相談支援を受けている利用者が転出入に伴い、相談支援事業所を契約変更し、サービスの提供が同一月に重複した場合（Ｑ＆Ａ 問６２のケース） 

【契約変更前事業所と契約変更後事業所の支援した内容の組み合わせは自由】 

 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 

 

契 約 変 更

前事業所 

      

 

 

モニタリング実施 

→請求ＯＫ 

      

算定可能な 

給付費及び 

提供月 

 

 

 

 

     

 

 

      

契 約 変 更

後事業所 

 

 

 

    計画作成実施 

→請求ＯＫ 

      

算定可能な 

給付費及び 

提供月 

            

ポイント１および２：転出入に伴い、実施機関(支給決定をする自治体)が変更した場合は同一月でもサービス利用支援またはサービス継続支援の請求が可能。 

転入時(川口市に引っ越してくる場合)は新たに支給決定が必要になることから新規に支給決定をする(ケース１)のパターンを準用する。 

※転出時についても同様の扱いの為、Ｓ市、Ｋ市を読み替えて、参照してください。 

 

 

転入 

モニタリング

実施月 

障害福祉サービス利用(Ｓ市での支給決定) 

ｻｰﾋﾞｽ利用支

援(6 月分) 

翌月10日までに 

Ｋ市に請求 

ﾎ ﾟ ｲ ﾝ ﾄ

1 

ﾎ ﾟ ｲ ﾝ ﾄ

2 

６月の途中から障害福祉サービス利用開始(Ｋ市での支給決定) 

ｻｰﾋﾞｽ継続支

援(6 月分) 

翌月10 日までに

Ｓ市に請求 

契約変更月 
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(ケース９) 相談支援を受けている障害児が障害者へ切り替わる場合（Ｑ＆Ａ 問６３のケース） 

 

 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 

 

障 害 児 相

談 支 援 事

業所 

   

 

 

 

 

 

モニタリング実施 

→請求 OK 

   

 

 

 

      

算定可能な 

給付費及び 

提供月 

 

 

 

     

 

 

      

特 定 相 談

支 援 事 業

所 

 

 

 

 

 

 計画案作成 

支給決定 

計画作成 

→請求 OK 

 

         

算定可能な 

給付費及び 

提供月 

            

ポイント１：モニタリング実施終期月において障害児相談支援事業所がモニタリングを行った場合は児童継続支援の請求ができる。 

ポイント２：特定相談支援事業所においては４月から支給決定される障害福祉サービスの計画はスケジュール等が順調に進めば３月に作成することが想定さ 

れるが児童継続支援と請求月が重複してしまう為、提供月を４月として、処理。サービス提供月は４月分として５月１０日までに請求することとなる。 

※特定相談と障害児相談を一体的に指定を受けている事業所の利用者で障害者に移行しても同じ事業所を利用する場合も同様の扱い。

ﾎ ﾟ ｲ ﾝ ﾄ

2 

ｻｰﾋﾞｽ利用支

援(４月分) 

翌月10日ま

でに請求 

障害福祉サービス利用 

ｻｰﾋﾞｽ利用支

援(3 月分) 

モニタリング

実施終期月 

放課後等デイサービス利用 

ﾎ ﾟ ｲ ﾝ ﾄ

1 

児童継続支

援(3 月分) 

翌月10日ま

でに請求 

 

事務引き継ぎ 
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○その他、請求事務に関しての留意点 

・国保連送信用の請求データを作成する際のサービスコードについて 

 特定(障害児)相談の請求サービスコードはサービスの提供状況により合成単位として設定されて

います。(一つの提供月、利用者に対して一つのサービスコードを設定)サービス利用支援とサービ

ス継続支援を同一提供月として請求する場合は適切なサービスコードを選択してください。 

 

 

○給付費を請求する際、市に提出する書類 

給付費を国保連に請求する際、障害福祉サービス等の実績記録表にあたる帳票がありません。し 

たがって給付費の算定資料として、モニタリング実施報告書の原本、またはサービス等利用(障害

児支援)計画の原本を提出していただきます。 

 各書類の提出時期については作成(利用者の同意を得たもの)が完了し次第、各支援係の担当宛て 

に提出して下さい。 

 

 

 

 

○請求に関するお問い合わせ先 

 川口市 福祉部障害福祉課 給付係 

 TEL：０４８－２７１－９４４３(直通) 

 

○サービス等利用計画の作成に関するお問い合わせ先 

川口市 福祉部障害福祉課 支援第１・第２係 

TEL：０４８－２５９－７９２６(直通) 
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(２)手続き等の早見表 

 

支 

給 

決 

定 

 

新規で介護給付と訓練給付の希望が

あり、区分認定がでる前に、先に訓

練給付の利用をしたい。 

 

全体を通した計画案を作成し提出。訓練給付のみ

支給決定し、利用開始する。区分認定がでたら、

区分をもとに計画内容を確認し変更が必要な場

合は、当初の計画案の修正を提出する。 

モ 

ニ    

タ 

リ 

ン 

グ 

実 

施 

月 

 

利用者が入院中のとき 
モニタリングは可能なので実施する。 

変更等の手続きの必要性を判断する。 

 

支給決定はあるが、利用していない 
モニタリングを実施する。変更や廃止

等の手続きの必要性を判断する。 

モニタリングの結果、サービス提供

事業所だけ変更することになった。 

モニタリング報告書に記載する。 

参照：Ｐ６（Ⅴ 提出書類）、２．モニタリング 

（３）：（１）・（２）以外の変更の手続き 

モニタリングの結果、モニタリング

月だけ変更することになった。 

「今後の方針」欄に変更する理由を記載し、「備

考」欄に変更内容を記載する。 

参照：Ｐ６（Ⅴ 提出書類）、２．モニタリング 

（２）：モニタリング期間のみ変更の手続き 

 
サービス種類や量の変更が発生した 参照：Ｐ６（Ⅴ 提出書類）、４．変更（１）サ

ービス種類や量の変更の手続き 

状況に変化があり、今後のモニタリン

グ月のみを変更したい 

 

 参照：Ｐ６（Ⅴ 提出書類）、４．変更（2）モニ

タリング期間のみ変更の手続き 

軽微な変更が発生した 

サービスの曜日のみ、サービス

提供事業所のみ、簡易な目標変

更のみ等 

 

支援内容に影響が出ないものであれば、次回の継

続手続き時やモニタリング実施月に修正。 

継
続
手
続
き
や
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
月
以
外

の
と
き 
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〔参考資料〕 
 

 

 

 

 

 

 

障害福祉サービス               

申請書類                            

サービス等（障害児支援）利用計画書式                 
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障害福祉サービス 

 

サービスの種類 
障害支援区分 

(児童用認定区分) 

支給決定の有効期間 

最短 最長（最大） 

障 

害 

者 

総 

合 

支 

援 

法 

介 

護 

給 

付 

費 

居宅介護 要 

１か月 １年 

重度訪問介護 要 

同行援護 不要 

行動援護 要 

重度障害者等包括支援 要 

短期入所 要 

療養介護 

要 １か月 ３年 生活介護 

施設入所支援 

訓 

練 

等 

給 

付 

費 

自立（機能）訓練 

不要 
１か月 

１年（１年半）※1 

自立（生活）訓練  １年（２年）※1 

宿泊型自立訓練 １年（２年） 

就労移行支援 １年（２年） 

就労移行支援（養成施設）   ３or5年 ※1 

就労継続支援 A 型 ３年 

就労継続支援 B 型 ３年 

自立生活援助 １年 

就労定着支援 １年（３年） 

共同生活援助（グループホーム） 不要（一部の方のみ要） ３年 

地 

域 

相 

談 

地域移行 

不要 １か月 

６か月（１年） 

地域定着 １年 

児 

童 

福 

祉 

法 

障

害

児

通

所

支

援 

児童発達支援 

要 １か月 １年 

居宅訪問型児童発達支援 

医療型児童発達支援 

放課後等デイサービス 

保育所等訪問支援 

※1…状況により、期間が異なる場合がありますので、お問い合わせください。 
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